
 
平成 28 年度 教育委員会所管主要事業一覧 
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 事   業   名 
平成 28 年度

当初予算 額

平成 27 年度 

当初予算額
差引増減額 内          容 

 

 

１ 教 職 員 定 数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円

387,788,020

千円

389,386,242

千円 

0.2％減 

△1,598,222 

 

 

（ ）内は、前年度数値 

専　　任 非常勤 再任用 専　　任 非常勤 再任用
校 人 学級 人 人 人 人 人 人 千円

(975) (412,200) (15,435) (22,686) (350) (570) (180,532,679)
小 学 校 971 410,600 15,587 22,834 349 583 148 △ 1 13 180,064,097

(418) (206,200) (6,704) (13,124) (220) (164) (99,172,750)
中 学 校 418 202,800 6,677 13,064 219 202 △ 60 △ 1 38 98,103,549

(150) (130,657) (3,263) (9,326) (503) (339) (80,635,169)
高等学校 151 130,935 3,272 9,305 511 406 △ 21 8 67 80,229,046

(37) (7,323) (1,519) (3,840) (164) (37) (29,045,644)
特別支援学校 37 7,389 1,540 3,884 166 48 44 2 11 29,391,328

(1,580) (756,380) (26,921) (48,976) (1,237) (1,110) (389,386,242)
計 1,577 751,724 27,076 49,087 1,245 1,239 111 8 129 387,788,020

教職員数 増減員
予 算 額区分 学校数

児童生徒
見込数

学級見込数

 

（注）教職員数欄の非常勤職員、再任用職員は専任換算数。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 小・中学校  

ア 国の定数改善による加配定数の充実  

(ｱ) 専科指導教員の増員 4 人増  

(ｲ) 児童生徒支援対応教員の増員 5 人増  

(ｳ) 日本語教育適応学級担当教員の増員 5 人増  

(ｴ) 通級指導教員の増員 7 人増  

(ｵ) 統合支援対応教員の増員 3 人増  

(ｶ) 児童生徒の心身の健康への対応を行う養護教諭の増員 2 人増  

イ 日本語教育適応学級担当教員の増員（国の定数改善分 5 人を含む。） 31 人増  

ウ 栄養教諭の配置拡大 9 人  

エ 養護教諭の複数配置の緩和措置   

オ 少人数教育の水準維持   

  (ｱ) 小学校第２学年及び中学校第１学年で県独自の 35 人編制の継続実施＿  

  (ｲ) 少人数指導教育の継続実施                     1,684 人(うち非常勤 450 人) 

 カ 学級編制の弾力化及び教職員定数配置における市町村裁量拡大の継続 

         

 

(２) 高等学校   

ア 非常勤講師時間の拡充  

 イ 用務員の削減 専任職員の配置見直し 

 

1 人減  

  

(３) 特別支援学校   

ア 栄養教諭の配置拡大 1 人  

イ ボイラー技師の削減 専任職員の配置見直し 1 人減  
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事   業   名 
平成 28 年度

当初予算 額

平成 27 年度

当初予算額
差引増減額 内          容 

 

 

２ 学 校 運 営 費 

千円

 

7,464,688

千円

 

7,536,336

千円 

△71,648 

 

  （ ）内は前年度数値 （単位：千円）

旅　　費 そ　の　他 計

(520,861) (520,861) (439.2)

小 学 校 502,922 ― 502,922 439.8

(498,803) (498,803) (483.4)

中 学 校 481,440 ― 481,440 486.1

(408,793) (3,757,585) (4,166,378) (649.0)

高等学校 397,424 3,847,987 4,245,411 645.2

(111,373) (2,238,921) (2,350,294) (4,287.3)
特別支援学校 109,421 2,125,494 2,234,915 4,280.2

(1,539,830) (5,996,506) (7,536,336) (524.8)

計 1,491,207 5,973,481 7,464,688 525.8

児童生徒1人当たり
の経費（含人件費）

運　　　　　　　営　　　　　　　費
区  分

 
 

(1) 旅費 

   普通旅費、その他別枠旅費の必要額の確保 

 

 

(2) その他（高等学校及び特別支援学校）  

   需用費等の必要額の確保 

        

   特別支援学校スクールバスの増車に係る必要額の確保 

        

 

 

３ 初任者研修等参加旅費 

  （小中学校） 

43,567 41,782

 

1,785 

 

公立小中学校の新規採用教員及び教職 10 年経験の教員に対

し、校内・校外研修、宿泊研修等を実施する。 

  

 

１ 初任者研修参加旅費     32,715千円（32,282千円）

 

 

２ 教職10年経験者研修参加旅費 10,852千円（ 9,500千円）
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事   業   名 
平成 28 年度

当初予算 額

平成 27 年度

当初予算額
差引増減額 内          容 

 千円 千円 千円  

４ 学 校 整 備 費 

 

重点事業・新規事業１ 

 

 

 

 

重点事業・新規事業２ 

8,604,136 23,102,984 △14,498,848 １ 高等学校整備費       7,718,325 千円（10,260,059 千円）

 

(1) 校舎整備費（新規）    105,424 千円 

 

 

 

 

 

 

(2) 耐震改修費        7,103,166 千円（9,766,819 千円）

（外に債務負担行為 116,983 千円）
 

耐震性能Ｂランク建物 5,206,458 千円（8,488,683 千円）

 工  事    57 棟   5,206,458 千円  

       （ 77 棟  8,488,683 千円） 

     
 

体育館吊り天井    1,896,708 千円（1,278,136 千円）

 工  事    35 棟   1,896,708 千円  

      （ 28 棟  1,227,525 千円） 

（先行設計    34 棟    50,611 千円） 

     

  

 

 

 

 (3) 環境整備費（新規）     29,869 千円 

 

 

 

 

 

 

(4) 維持修繕費        479,866 千円（493,240 千円） 

 

 

 

 

 

 

重点事業・新規事業１  ２ 県立学校施設長寿命化推進事業費（新規） 5,706 千円 

「愛知県公共施設等総合管理計画（平成 27 年 3 月策定）」

の考え方に沿って、平成 30 年度までを目処に老朽化対策を

軸とする県立学校施設の長寿命化計画を策定する。 

平成 28 年度は計画の中で柱となる全体方針を作成する。 

         

(1) 検討委員会の開催     409 千円 

         

(2) 耐力度等調査の実施   5,297 千円 
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事   業   名 
平成 28 年度

当初予算 額

平成 27 年度 

当初予算額
差引増減額 内          容 

 千円 千円 千円  

 

 

重点事業・新規事業１ 

３ 特別支援学校整備費       157,428 千円（168,015 千円）

 

(1) 校舎整備費          42,257 千円（ 10,171 千円）

 

 

 

  

(2) 環境整備費（新規）       1,130 千円 

 

 

 

 

(3) 維持修繕費            114,041 千円（133,758 千円）

 

 

 

 

（耐震改修費 24,086 千円） 

重点事業・新規事業３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 知多地区新設特別支援学校建設費 

 一部国庫              610,825 千円（ 90,020 千円）

（外に債務負担行為 2,156,521 千円）

       

半田特別支援学校の過大化(教室不足)解消のため、大府特

別支援学校の敷地内に知的障害特別支援学校を新設する。 
 

管理教室棟 鉄筋コンクリート造 3 階建 延 6,601 ㎡ 

その他附帯工事 
 

  ・場  所 大府市森岡町地内  

  ・開  校 平成 30 年 4 月 

・学校規模 42 学級 226 人 

重点事業・新規事業３ 

 

５ 尾張北東地区新設特別支援学校整備費 

111,852 千円（ 49,674 千円）

       

春日台特別支援学校の過大化(教室不足)解消のため、みな

みやまグランド（瀬戸市 県有地）に知的障害特別支援学校

を新設する。 
 

  ・場  所 瀬戸市南山口町地内  

・開校予定 平成 31 年 4 月 

  ・学校規模 45 学級 252 人 

 

 

 

（愛知総合工科高等学校建設費 12,535,216 千円） 
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事   業   名 
平成 28 年度

当初予算 額

平成 27 年度

当初予算額
差引増減額 内          容 

 千円 千円 千円  

５ 産 業 教 育 設 備 整 備 費 

 

193,193 69,955 123,238 県立高等学校における産業教育の振興を図るため、耐用年数

を経過した危険な設備や、精度の低下により実習に支障のある

設備を整備する。 
 

 １ 消 耗 品   5,202 千円（ 6,490 千円) 
 

 ２ 設備整備 170,275 千円（54,791 千円) 
 

 ３ 設置工事  17,716 千円（ 8,674 千円) 

 

６ 理 科 教 育 設 備 費 

 

13,921 10,000 3,921  理科教育の振興に資するため、県立高等学校の理科教育設備

を整備する。  国庫 1／2  

 

 整備対象 48 校 

   

   
          
 
 
   

７ 総合教育センター施設 

  設 備 整 備 費 

3,783 453,369 △449,586 総合教育センターの円滑な運営を図るため、老朽化したエレ

ベーターを更新し、著しく劣化した建具等を改修する。 
 

 １ エレベーター更新工事設計    2,853 千円（ 0 千円) 

 

 ２ 教育相談棟建具等改修工事設計  930 千円（ 0 千円) 

 

 

（冷暖房設備改修工事       453,369 千円） 

８ 県 立 学 校 情 報 化 推 進 

事 業 費 

 

 

694,582 659,004 35,578  県立学校における教育の情報化の推進を図るために必要な

情報機器の整備や教員の研修を行う。 

 

 １ 情報化推進計画策定    1,029 千円（     0 千円）

 

２ 児童生徒用パソコン整備 248,165 千円（219,551 千円）

 
 

 ３ 教員用パソコン整備   228,110 千円（225,842 千円）

 
 

 ４ 総合教育センター実施研修等 185 千円（   526 千円）

 
 

 ５ プロジェクタ、タブレット端末整備等 

                 217,093 千円（213,085 千円）
 


